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国立大学教員の
勤務時間内兼業
許可の実施

国家公務員法１
０１条
人事院規則１４
－１７，１４－
１８

国立大学教員等の勤務時
間内における役員兼業に
ついては、構造改革特別
区域における特例措置と
して認められることと
なっている。

ａ

国立大学教員の勤務時間
内役員兼業については、
構造改革特別区域におい
て平成15年4月から実施可
能となっており、まずは
その効果等の評価を見る
ことが必要と考えるが、
平成16年度からは国立大
学が法人化することによ
り、全国で、各国立大学
法人の判断により勤務時
間内兼業が可能となる。

回答では平成15年４月か
ら特区では実施可能とさ
れているが、要望内容は
更なる産学連携を促進す
るために速やかにその全
国展開を求めるものであ
り、16年４月からの国立
大学法人化を待たずに全
国展開することを検討さ
れたい。

ａ

国立大学教員等の勤務時
間内役員兼業について
は、構造改革特別区域に
おいて平成15年4月から実
施可能となっており、構
造改革特別区域基本方針
（平成１５年１月２４日
閣議決定）において、そ
の実施状況を評価した上
で、全国実施、特区限
定、特例措置の廃止又は
是正を決めるものとされ
たところであり、まずは
その効果等の評価を見る
手続となっているものと
承知している。

①国立大学法人化に伴
い、各国立大学法人の判
断により、国立大学教員
の勤務時間内役員兼業が
可能になる旨、平成15年
度中に周知することにつ
いて見解を示されたい。

ａ

平成１６年４月１日から
の国立大学法人化に伴
い、同日からは、国立大
学法人の教員はそれぞれ
の大学法人の判断・措置
により勤務時間内兼業を
行うことができることと
なる旨周知する。
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国立大学教員の
勤務時間内兼業
許可の実施

201
202
203

国立大学において法人化
を待たずに勤務時間内の
兼業許可を全国的に実施
する。
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